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政
府
は
１
月
２９
日
、
平
成
２５
年

度
予
算
案
を
閣
議
決
定
し
た
。
緊

急
経
済
対
策
に
基
づ
く
２４
年
度
補

正
予
算
と
あ
わ
せ
「
１５
か
月
予

算
」
と
す
る
こ
と
で
、
日
本
経
済

の
再
生
を
図
る
と
し
て
い
る
。

予
算
案
は
▽
復
興
・
防
災
対
策

▽
成
長
に
よ
る
富
の
創
出
▽
暮
ら

し
の
安
心
・
地
域
活
性
化
―
の
３

分
野
に
重
点
を
当
て
る
構
成
と
し

た
。
補
正
予
算
と
同
様
の
構
成
と

す
る
こ
と
で
、
１５
か
月
予
算
と
し

て
の
一
体
性
を
図
っ
た
。
か
た
や

財
政
健
全
化
目
標
を
見
据
え
、
前

年
度
予
算
よ
り
引
き
締
ま
っ
た
中

身
に
し
た
と
政
府
は
説
明
し
て
い

る
。「

復
興
・
防
災
対
策
」
で
は
復

興
特
会
を
利
用
し
、
福
島
の
復
興

・
再
生
の
加
速
化
を
図
る
と
し
て

い
る
。
新
規
に
予
算
額
５
０
３
億

円
で
、
長
期
避
難
者
の
住
宅
確

保
、
住
宅
確
保
に
伴
う
周
辺
道
路

の
整
備
等
、
生
活
拠
点
形
成
の
た

め
の
自
治
体
に
向
け
た
交
付
金
を

創
設
す
る
。
「
成
長
に
よ
る
富
の

創
出
」
で
は
、
省
エ
ネ
・
再
エ
ネ

の
研
究
開
発
支
援
と
し
て
対
前
年

度
比
４
１
０
億
円
増
の
１
５
６
０

億
円
が
当
て
ら
れ
る
。

３
分
野
に
重
化
し
予
算
措
置

住宅ローン
控除は拡充

政
府
が
１
月
２９
日
に
閣
議
決
定

し
た
平
成
２５
年
度
税
制
改
正
大
綱

は
「
成
長
と
富
の
創
出
の
好
循

環
」
の
実
現
を
図
る
も
の
を
目
指

し
た
。
▽
民
間
投
資
の
喚
起
▽
雇

用
・
所
得
の
拡
大
▽
中
小
企
業
対

策
・
農
林
水
産
業
対
策
―
に
つ
い

て
、
政
府
が
必
要
と
考
え
る
税
制

上
の
措
置
を
講
じ
た
。
ま
た
、
社

会
保
障
・
税
一
体
改
革
を
着
実
に

実
施
す
る
た
め
、
所
得
税
や
相
続

税
、
贈
与
税
、
住
宅
取
得
に
つ
い

て
も
、
政
府
と
し
て
必
要
な
措
置

を
講
じ
た
。
こ
の
ほ
か
、
震
災
か

ら
の
復
興
支
援
に
向
け
た
措
置
も

講
じ
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

政
府
予
算
案
・
税
制
改
正
大
綱

地
方
財
政
対
策
・
地
方
債
計
画

新
藤
義
孝
・
総
務
大
臣
と
麻
生

太
郎
・
財
務
大
臣
が
１
月
２７
日
に

折
衝
し
た
結
果
を
踏
ま
え
、
総
務

省
は
平
成
２５
年
度
地
方
財
政
対
策

を
ま
と
め
た
。
１
月
２９
日
に
公
表

さ
れ
た
同
大
綱
に
よ
れ
ば
、
通
常

収
支
分
の
一
般
財
源
総
額
は
対
前

年
度
比
０
・
２
兆
円
増
の
５９
・
８

兆
円
。
内
訳
は
、
地
方
税
が
対
前

年
度
比
０
・
３
兆
円
増
の
３４
兆
円
、

地
方
譲
与
税
・
地
方
特
例
交
付
金

が
対
前
年
度
比
０
・
１
兆
円
増
の

２
・
５
兆
円
、
地
方
交
付
税
が
対

前
年
度
比
０
・
４
兆
円
減
の
１７
・

１
兆
円
、
臨
時
財
政
対
策
債
が
対

前
年
度
比
０
・
１
兆
円
増
の
６
・

２
兆
円
と
な
っ
た
。
地
方
側
の
反

発
を
招
き
、
取
扱
い
に
注
目
が
集

ま
っ
て
い
た
地
方
公
務
員
給
与
費

に
つ
い
て
は
、
削
減
額
と
し
て
０

・
９
兆
円
が
盛
り
込
ま
れ
た
。

一
般
財
源
総
額
は
２
千
億
増

総
理
が
所
信
表
明
演
説

安
倍
総
理
は
１
月
２８
日
、
衆
参

両
院
の
本
会
議
で
所
信
表
明
を
演

説
し
た
。
当
日
の
演
説
は
▽
経
済

再
生
▽
震
災
復
興
▽
外
交
・
安
全

保
障
―
を
柱
に
据
え
て
組
み
立
て

ら
れ
た
。
こ
の
日
、
地
方
分
権
は

も
と
よ
り
、
地
方
自
治
に
関
連
す

る
話
題
も
発
せ
ら
れ
な
か
っ
た
。

経
済
再
生
に
向
け
て
は
、
１
月

１１
日
に
閣
議
決
定
し
た
緊
急
経
済

対
策
に
基
づ
き
つ
つ
、
「
復
興
・

防
災
対
策
」
「
成
長
に
よ
る
富
の

創
出
」
「
暮
ら
し
の
安
心
・
地
域

活
性
化
」
を
重
点
分
野
と
し
施
策

を
講
じ
る
意
気
込
み
を
語
っ
た
。

政政
府府
がが
まま
とと
めめ
るる
２面と３面に
詳細記事掲載

地
方
債
計
画
ま
と
ま
る

総
務
省
は
１
月
２９
日
、
地
財
対

策
と
あ
わ
せ
ま
と
め
た
「
地
方
債

計
画
」
を
公
表
し
た
。

同
計
画
は
通
常
収
支
分
と
東
日

本
大
震
災
分
か
ら
な
り
、
合
算
額

は
対
前
年
度
比
３
４
２
３
億
円
減

の
１３
兆
６
８
７
８
億
円
。
う
ち
震

災
分
は
�
復
旧
・
復
興
�
全
国
防

災
―
に
分
か
れ
、
�
は
率
に
し
て

前
年
度
か
ら
５
１
２
％
増
の
２
１

９
７
億
円
。

残
す
施
行
期
日
が
決
ま
る

改
正
自
治
法
の
政
令
公
布
へ

平
成
２４
年
８
月
２９
日
に
成
立
し

た
改
正
自
治
法
の
う
ち
、
公
布
後

６
か
月
以
内
に
施
行
期
日
を
定
め

る
と
さ
れ
て
い
た
一
部
の
改
正
事

項
が
、
３
月
１
日
か
ら
施
行
さ
れ

る
こ
と
と
な
っ
た
。
来
月
か
ら
施

行
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
事
項
は

▽
議
会
運
営
（
委
員
会
等
）
▽
政

務
活
動
費
▽
直
接
請
求
制
度
（
署

名
要
件
の
緩
和
）
▽
一
部
事
務
組

合
・
広
域
連
合
―
な
ど
。
地
方
議

会
の
会
期
、
臨
時
会
の
招
集
権
な

ど
の
事
項
に
つ
い
て
は
、
既
に
９

月
５
日
に
施
行
さ
れ
て
い
た
。
施

行
期
日
を
定
め
る
政
令
は
、
２
月

６
日
付
の
官
報
で
公
布
さ
れ
た
。
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１
月
２９
日
に
閣
議
決
定
さ
れ
た

平
成
２５
年
度
政
府
予
算
案
は
、
対

前
年
度
比
２
兆
２
７
７
６
億
円
増

の
９２
兆
６
１
１
５
億
円
。
緊
急
経

済
対
策
の
実
施
に
伴
う
財
政
支
出

額
１０
兆
２
８
１
５
億
円
を
合
算
す

る
と
、
１５
か
月
予
算
の
総
額
は
１

０
２
兆
８
９
３
０
億
円
と
な
る
。

歳
入
の
内
訳
は
、
税
収
が
対
前

年
度
比
７
５
０
０
億
円
増
の
４３
兆

９
６
０
億
円
、
そ
の
他
収
入
が
対

前
年
度
比
３
０
９
６
億
円
増
の
４

兆
５
３
５
億
円
、
公
債
金
が
対
前

年
度
比
１
兆
３
９
３
０
億
円
減
の

４２
兆
８
５
１
０
億
円
。
過
去
３
年

間
に
わ
た
り
続
い
た
公
債
金
が
税

収
を
上
回
る
状
態
か
ら
回
復
さ
せ

た
。
公
債
依
存
度
も
改
善
し
、
２４

年
度
の
４７
・
６
％
か
ら
１
・
３
ポ
イ

ン
ト

低
下
し
た
。
つ
な
ぎ
国
債
と
し
て

発
行
す
る
「
年
金
特
例
公
債
金
」

の
２
兆
６
１
１
０
億
円
を
加
え
て

も
、
新
規
国
債
発
行
額
は
４５
兆
４

６
２
０
億
円
に
と
ど
ま
る
。

歳
出
の
内
訳
は
、
国
債
費
が
対

前
年
度
比
２
９
７
３
億
円
増
の
２２

兆
２
４
１
５
億
円
、
基
礎
的
財
政

収
支
対
象
経
費
が
対
前
年
度
比
１

兆
９
８
０
３
億
円
増
の
７０
兆
３
７

０
０
億
円
。
基
礎
的
経
費
に
は
、

東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
会
計
へ

の
繰
り
入
れ
分
１
兆
２
４
６
２
億

円
を
含
む
。
２４
年
度
の
震
災
特
会

繰
入
額
は
５
５
０
７
億
円
。
こ
の

ほ
か
基
礎
的
経
費
に
は
、
社
会
保

障
関
係
費
が
対
前
年
度
比
２
兆
７

３
２
３
億
円
増
の
２９
兆
１
２
２
４

億
円
、
地
方
交
付
税
交
付
金
等
と

し
て
対
前
年
度
比
２
０
１
３
億
円

減
の
１６
兆
３
９
２
７
億
円
が
含
ま

れ
る
。
こ
こ
で
計
上
さ
れ
る
同
交

付
金
は
入
口
ベ
ー
ス
の
金
額
。
実

際
に
自
治
体
へ
配
分
さ
れ
る
出
口

ベ
ー
ス
の
金
額
と
は
異
な
る
。
地

財
決
着
で
固
ま
っ
た
出
口
ベ
ー
ス

の
地
方
交
付
税
総
額
は
、
対
前
年

度
比
３
９
２
１
億
円
減
の
１７
兆
６

２
４
億
円
と
な
っ
て
い
る
。

２５
年
度
予
算
案
の
歳
出
面
で
は

▽
復
興
・
防
災
対
策
▽
成
長
に
よ

る
富
の
創
出
▽
暮
ら
し
の
安
心
・

地
域
活
性
化
―
の
３
分
野
に
焦
点

を
当
て
る
構
成
と
な
っ
て
い
る
。

「
暮
ら
し
の
安
心
・
地
域
活
性

化
」
で
は
、
我
が
国
の
領
土
や
領

海
を
堅
守
す
る
た
め
、
対
前
年
度

比
９９
億
円
増
の
３
６
４
億
円
が
確

保
さ
れ
て
い
る
ほ
か
、
１５
か
月
予

算
と
し
て
１
９
８
億
円
が
追
加
補

正
さ
れ
て
い
る
。

政
府
が
１
月
２９
日
に
閣
議
決
定

し
た
平
成
２５
年
度
税
制
改
正
大
綱

で
は
、
本
年
末
ま
で
と
さ
れ
て
い

た
住
宅
ロ
ー
ン
減
税
が
４
年
間
延

長
さ
れ
る
。
こ
の
措
置
に
伴
い
、

控
除
額
が
最
大
で
５
０
０
万
円
へ

と
引
き
上
げ
ら
れ
る
と
と
も
に
、

個
人
住
民
税
の
控
除
限
度
額
が
拡

充
さ
れ
る
。
制
度
延
長
を
迎
え
る

２６
年
か
ら
は
、
所
得
税
で
控
除
し

き
れ
な
か
っ
た
残
額
を
個
人
住
民

税
か
ら
、
同
年
１
月
か
ら
３
月
ま

で
は
最
高
で
９
万
７
５
０
０
円
、

同
年
４
月
か
ら
２９
年
１２
月
に
か
け

て
は
最
高
で
１３
万
６
５
０
０
円
が

控
除
さ
れ
る
。
こ
の
措
置
に
よ
り
、

減
収
と
な
る
２７
年
度
以
降
の
地
方

側
の
減
収
額
は
、
全
額
が
国
費
で

補
て
ん
さ
れ
る
こ
と
と
し
て
い

る
。
な
お
、
地
方
側
が
関
心
を
寄

せ
て
い
た
車
体
課
税
の
廃
止
問
題

で
は
、
今
回
の
改
正
に
よ
る
廃
止

が
見
送
ら
れ
た
。
た
だ
し
、
自
動

車
取
得
税
は
与
党
税
制
改
正
大
綱

で
、
２
段
階
の
引
き
下
げ
を
経
て

消
費
税
１０
％
引
き
上
げ
時
に
廃
止

す
る
方
針
を
打
ち
出
し
て
い
る
。

２２５５
年年
度度
予予
算算
案案
のの
ポポ
イイ
ンン
トト

交
付
税
特
会
へ
繰
入
額
１６
兆
�
�
�
�
億
円

税税
制制
改改
正正
大大
綱綱
のの
ポポ
イイ
ンン
トト

平成２５年予算フレーム

主要経費別内訳

第１８５９号 平成２５年２月１５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報



………………………………………………………………………

１
月
２９
日
の
総
務
省
公
表
に
よ

る
と
、
地
財
対
策
で
予
定
さ
れ
る

出
口
ベ
ー
ス
と
し
て
実
際
に
自
治

体
へ
配
分
さ
れ
る
地
方
交
付
税
の

総
額
は
、
対
前
年
度
比
３
９
２
１

億
円
減
の
１７
兆
６
２
４
億
円
。
６

年
ぶ
り
に
前
年
度
を
下
回
っ
た
。

平
成
２５
年
度
の
交
付
税
算
定
に

あ
た
っ
て
は
、
地
方
公
務
員
給
与

費
削
減
額
を
８
５
０
４
億
円
と
し

た
。
一
方
、
緊
急
課
題
へ
対
応
す

る
た
め
の
経
費
と
し
て
８
５
２
３

億
円
を
盛
り
込
ん
だ
。
内
訳
は
▽

全
国
防
災
事
業
費
（
地
方
負
担

分
）
９
７
３
億
円
▽
緊
急
防
災
・

減
災
事
業
費
４
５
５
０
億
円
▽
地

域
の
元
気
づ
く
り
事
業
費
３
０
０

０
億
円
。

１
月
２９
日
の
総
務
省
公
表
に
よ

る
平
成
２５
年
度
地
方
債
計
画
に
つ

い
て
は
、
通
常
収
支
分
が
対
前
年

度
比
１
６
８
８
億
円
減
の
１３
兆
３

７
０
８
億
円
と
な
っ
た
。
地
方
の

財
源
不
足
に
対
応
す
る
た
め
、
臨

時
財
源
対
策
債
の
発
行
額
は
対
前

年
度
比
７
９
９
億
円
増
の
６
兆
２

１
３
２
億
円
と
し
た
。

２５
年
度
限
り
と
す
る
地
方
公
務

員
給
与
費
削
減
措
置
に
対
応
し
、

緊
急
に
防
災
・
減
災
事
業
へ
取
り

組
む
た
め
の
地
方
単
独
事
業
を
創

設
。
こ
の
事
業
の
た
め
４
５
５
０

億
円
を
計
上
し
た
。
地
方
債
の
充

当
率
を
１
０
０
％
と
し
、
元
利
償

還
金
に
つ
い
て
は
７０
％
を
基
準
財

政
需
要
額
へ
参
入
す
る
と
し
て
い

る
。
事
業
年
度
は
２５
年
度
。
対
象

は
▽
地
域
の
防
災
力
を
強
化
す
る

た
め
の
施
設
整
備
▽
災
害
に
強
い

ま
ち
づ
く
り
▽
情
報
網
の
構
築
。

出
口
ベ
ー
ス
で
交
付
税
額
１７
兆
�
�
�
億
円

地地
方方
財財
政政
対対
策策
のの
ポポ
イイ
ンン
トト

地地
方方
債債
計計
画画
のの
ポポ
イイ
ンン
トト

（３） 平成２５年２月１５日 第１８５９号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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病病
院院
協協
がが
要要
請請
活活
動動
をを
展展
開開

医
師
不
足
・
偏
在
対
策
な
ど
で

全
国
自
治
体
病
院
経
営
都
市
議

会
協
議
会
（
会
長
�
田
中
修
一
・

町
田
市
議
会
議
長
）
は
１
月
２８

日
、
正
副
会
長
・
監
事
・
相
談
役

に
よ
る
要
請
活
動
を
実
施
。
政
府

代
表
者
、
自
由
民
主
党
国
会
議
員

に
対
し
、
要
望
事
項
実
現
へ
向
け

協
力
を
求
め
た
。
要
請
活
動
に
先

立
ち
打
ち
合
わ
せ
会
を
開
き
、
田

中
・
会
長
を
中
心
に
実
行
運
動
班

を
編
成
し
た
�
下
掲
。

要
望
事
項
は
１
月
２１
日
、
盛
岡

市
内
で
行
わ
れ
た
役
員
会
で
決
定

さ
れ
た
も
の
。
要
望
は
▽
財
政
措

置
▽
東
日
本
大
震
災
被
災
地
の
地

域
医
療
の
確
保
▽
医
師
不
足
・
偏

在
対
策
等
▽
救
急
医
療
体
制
―
の

４
項
目
を
中
心
に
構
成
さ
れ
て
い

る
。
う
ち
、
医
師
不
足
・
偏
在
対

策
な
ど
で
は
医
師
の
絶
対
数
を
確

保
す
る
た
め
、
医
学
部
の
更
な
る

定
員
増
を
図
る
こ
と
を
要
請
。
ま

た
、
医
師
の
地
域
偏
在
を
是
正
す

る
た
め
、
医
学
部
入
学
定
員
に
お

け
る
地
域
枠
の
更
な
る
拡
充
を
図

る
こ
と
も
要
請
し
て
い
る
。

医
学
部
入
学
定
員
に
関
し
て

は
、
行
政
改
革
な
ど
の
一
環
か
ら

昭
和
５７
年
、
平
成
９
年
の
閣
議
決

定
に
よ
り
、
入
学
定
員
が
７
６
２

５
人
ま
で
抑
制
さ
れ
た
経
緯
が
あ

る
。
し
か
し
、
医
師
不
足
が
深
刻

な
問
題
と
な
っ
た
現
在
、
医
師
数

の
増
加
を
図
る
た
め
、
平
成
２０
年

度
よ
り
医
学
部
の
入
学
定
員
を
増

員
。
平
成
２４
年
度
ま
で
に
入
学
定

員
が
８
９
９
１
人
ま
で
達
し
た
。

平
成
２５
年
度
に
つ
い
て
も
入
学

定
員
の
増
加
を
予
定
し
て
い
る
。

文
部
科
学
省
に
よ
る
と
、
２５
年
度

の
入
学
定
員
に
つ
い
て
は
前
年
度

比
５０
人
増
の
９
０
４
１
人
と
過
去

最
多
の
定
員
数
と
な
る
。
医
学
部

入
学
定
員
の
増
員
で
は
、
地
域
医

師
の
確
保
等
の
観
点
か
ら
地
域
医

療
へ
の
従
事
を
条
件
と
し
た
奨
学

金
、
地
域
枠
な
ど
選
抜
枠
の
設
定

を
行
う
大
学
の
医
学
部
入
学
定
員

の
増
員
も
掲
げ
て
い
る
。

実
行
運
動
班
編
成
市

▽
会
長
�
町
田
市
▽
副
会
長
�
苫

小
牧
市
▽
同
�
盛
岡
市
▽
同
�
草

加
市
▽
同
�
岡
崎
市
▽
同
�
奈
良

市
▽
同
�
八
幡
浜
市
▽
相
談
役
�

徳
島
市

建
設
運
輸
委
員
会
（
委
員
長
�

吉
田
耕
一
・
坂
出
市
議
会
議
長
）

は
１
月
２９
日
、
東
京
・
全
国
町
村

会
館
で
第
１
４
６
回
委
員
会
を
開

催
し
た
。
当
日
は
平
成
２４
年
度
の

同
委
の
活
動
結
果
を
総
括
し
た
。

同
委
で
は
▽
自
然
災
害
対
策
の

推
進
▽
各
種
交
通
基
盤
整
備
の
推

進
▽
都
市
基
盤
整
備
の
推
進
▽
観

光
立
国
の
推
進
―
の
４
項
目
の
要

望
を
柱
と
し
て
、
委
員
会
活
動
を

実
施
し
て
き
た
。
う
ち
、
自
然
災

害
対
策
の
推
進
で
は
、
地
震
・
津

波
対
策
な
ど
を
に
つ
い
て
要
望
。

各
種
施
策
の
早
期
具
現
化
を
図
る

こ
と
や
災
害
防
止
対
策
に
重
点
的

な
予
算
配
分
を
行
う
こ
と
な
ど
を

主
張
し
て
き
た
。

同
委
の
１
年
間
に
わ
た
る
活
動

の
結
果
は
１
月
２９
日
に
閣
議
決
定

し
た
政
府
の
平
成
２５
年
度
予
算
案

に
反
映
さ
れ
て
い
る
。

２５
年
度
予
算
案
は
復
興
・
防
災

対
策
等
を
重
点
施
策
の
１
つ
に
掲

げ
て
お
り
、
政
府
の
東
日
本
大
震

災
復
興
特
別
会
計
の
う
ち
、
東
日

本
大
震
災
復
興
交
付
金
で
は
対
前

年
度
比
２
０
６
％
増
の
５
９
１
８

億
円
が
計
上
さ
れ
た
。
震
災
に
よ

り
著
し
い
被
害
を
受
け
た
市
町
村

の
ま
ち
づ
く
り
を
加
速
化
さ
せ

る
。事

前
防
災
・
減
災
対
策
に
は
対

前
年
度
比
１３
％
増
の
８
８
４
億
円

が
予
算
計
上
さ
れ
た
。
同
対
策
に

よ
り
堤
防
・
水
門
等
の
液
状
化
対

策
・
耐
震
化
、
堤
防
の
嵩
上
げ
、

橋
梁
の
耐
震
補
強
等
が
図
ら
れ

る
。
防
災
・
減
災
対
策
を
重
点
化

す
る
こ
と
で
、
今
後
発
生
す
る
と

想
定
さ
れ
て
い
る
首
都
直
下
地

震
、
南
海
ト
ラ
フ
巨
大
地
震
等
に

お
け
る
地
震
被
害
、
津
波
被
害
の

発
生
防
止
を
目
指
す
。

当
日
は
、
国
土
交
通
省
総
合
政

策
局
の
田
村
計
・
政
策
課
長
と
内

閣
府
政
策
統
括
官
（
防
災
担
当
）

付
の
若
林
伸
幸
・
企
画
官
（
調
査

・
企
画
担
当
）
が
そ
れ
ぞ
れ
所
管

事
項
に
つ
い
て
説
明
し
た
。

建建
運運
委委
がが
２２４４
年年
度度
活活
動動
総総
括括

震
災
復
興
交
付
金
は
２０６
％
増

▽
小
城
市
（
佐
賀
県
）

〒
８
４
５
―
８
５
１
１

佐
賀
県
小
城
市
三
日
月
町
長
神
田

２
３
１
２
―
２

TEL
０
９
５
２
（
３
７
）
６
１
３
３

FAX
０
９
５
２
（
３
７
）
６
１
８
８

竹下亘・自民党組織運動本部長に対し要望

野田聖子・自民党総務会長に対し要望

浜田靖一・自民党幹事長代理に対し要望

高市早苗・自民党政務調査会長に対し要望

細田博之・自民党幹事長代行に対し要望

吉田耕一・建設運輸委員長
（坂出市）

議議
会会
所所
在在
地地
変変
更更
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